
令和６年度温泉地で活用できる事業集

令和６年2月
環境省自然環境局温泉地保護利用推進室
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温泉地で活用できる事業について

事業名 担当省庁・課室 頁

温泉熱利用・発電設備の導入、設備の高効率化改修

民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち、
（２） 新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業

環境省
地球環境局地球温暖化対策課地
球温暖化対策事業室

6

脱炭素

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加速化交付金
等

環境省
大臣官房地域脱炭素推進審議官
グループ地域脱炭素事業推進課

9

建築物等のＺＥＢ化・省ＣＯ２化普及加速事業のうち、（１）ＺＥＢ普及促進に
向けた省エネルギー建築物支援事業

環境省
地球環境局地球温暖化対策課地
球温暖化対策事業室

11

建築物等のＺＥＢ化・省ＣＯ２化普及加速事業のうち、（２）ＬＣＣＯ２削減型
の先導的な新築ＺＥＢ支援事業

環境省
地球環境局地球温暖化対策課地
球温暖化対策事業室

12

建築物等のＺＥＢ化・省ＣＯ２化普及加速事業のうち、（３）国立公園利用施
設の脱炭素化推進事業

環境省
自然環境局国立公園課 13

この資料は、環境省温泉地保護利用推進室にて、令和６年度政府予算（案）（一部令和５年度補正予算
を含む）のうち温泉地で活用できる補助金をピックアップして冊子としたものです。すべての事業が網羅
されているわけではない点はご留意下さい。
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事業名 担当省庁・課室 頁

インバウンド・観光（環境省予算）

国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業
環境省
国立公園課、自然環境整備課 17

国立公園等多言語解説等整備事業
環境省
国立公園課 18

国立公園利用促進事業
環境省
国立公園課、
国立公園利用推進室

19

エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業
環境省
国立公園利用推進室 20

3

脱炭素

地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業
のうち、（１）地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援

環境省
大臣官房地域脱炭素政策調整
担当参事官室

14

地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業
のうち、（２）地域共生型再エネ導入促進事業

環境省
大臣官房地域脱炭素政策調整
担当参事官室
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事業名 担当省庁・課室 頁

4

インバウンド・観光（観光庁予算）

特別な体験の提供等によるインバウンド消費の拡大・質向上推進事業
観光庁
国際観光課、観光資源課 21

地域観光新発見事業
観光庁
観光地域振興部 観光資源課
新コンテンツ開発推進室

22

地方における高付加価値なインバウンド観光地づくり
観光庁
観光地域振興課 23

海外ビジネス客の訪日・消費拡大事業
観光庁
MICE室 24

オーバーツーリズムの未然防止・抑制による持続可能な観光推進事業
観光庁
外客受入参事官室 25

観光地・観光産業における人材不足対策事業
観光庁
観光産業課 26

宿泊施設サステナビリティ強化支援事業
観光庁
観光産業課 27

インバウンド安全・安心対策推進事業
観光庁
外客受入参事官室 28

地域一体となった観光地・観光産業の再生・高付加価値化
観光庁
参事官（産業競争力強化） 29

地域における受入環境整備促進事業

観光庁
外客受入参事官室、国土交通省
総合政策局 地域交通課
外客受入参事官室
観光産業課

30

観光地・観光産業における人材不足対策事業
観光庁
観光産業課 31

持続可能な観光推進モデル事業
観光庁
外客受入参事官室 32



事業名 担当省庁・課室 頁

5

インバウンド・観光（観光庁予算）

ICT等を活用した観光地のインバウンド受入環境整備の高度化
観光庁
観光庁外客受入参事官室 33

全国の観光地・観光産業における観光DX推進事業
観光庁
参事官（産業競争力強化） 34

世界に誇る観光地を形成するためのＤＭＯ体制整備事業
観光庁
観光地域振興課 35

DMOを核とした世界的な観光地経営モデル事業
観光庁
観光地域振興課 観光地域づくり法
人支援室

36

地方部での滞在促進のための地域周遊観光促進事業
観光庁
観光地域振興課広域連携推進室 37

地域一体となったインクルーシブツーリズム促進事業
観光庁
外客受入参事官室 38

国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業
観光庁
観光地域振興課 39

ストーリーで繋ぐ地域のコンテンツの連携促進事業
観光庁
観光地域振興課 40

新たなインバウンド層の誘致のためのコンテンツ強化等
観光庁
観光地域振興部 観光資源課 41

地域観光資源の多言語解説整備支援事業
観光庁
観光地域振興部 観光資源課 42

地域一体型ガストロノミーツーリズム推進事業
観光庁
観光地域振興部 観光資源課 43

アウトバウンド促進に向けた海外教育旅行のプログラム開発 観光庁 参事官（国際関係） 44

新たな交流市場・観光資源の創出事業
観光庁
観光地域振興部 観光資源課
観光地域振興部 観光地域振興課
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国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業
令和６年度予算（案）

21.4億円（16.8億円）
（拡充）

【効果】
外国人旅行者の満足度向上、滞在時間、リピーター増加

【事業実施スキーム】
直轄事業（Ⅱ①のみ）、
補助事業（補助率：1/2、2/3（Ⅰ利用拠点整備

改善計画を策定する場合））

【事業内容】
Ⅰ 利用拠点計画策定

地元自治体（都道府県、市町村）が主体となり、環境省や既存民間事業者等と協議して策定

⑥ 引き算の景観改善   
利用拠点の景観改善のための無電柱化、通景伐採及び駐車場舗装面の緑地化。

⑤ ワーケーション受入事業支援
ワーケーションの実施を前提とした内装及び設備整備

（体験・学習ツアーと連携して実施）

② インバウンド機能向上
Wi-Fi、多言語サイン、トイレ洋式化

＜継続＞

④ 既存施設の観光資源化
利用が停止又は利用機会が減少した施設のインバウンド受入環境整備を

前提とした施設の機能転換または強化のための内装及び設備

(文化資源活用または体験・学習ツアーと連携して実施）

③ まちなみの改善
地域文化が体感できるまちなみ改善

① 廃屋の撤去
民間事業者の導入を前提とした撤去

Ⅱ

事
業

Ⅲ 自然景観地の核心地の上質化事業
公園内の核心地に位置する展望所・休憩所などの利用施設の改修  

【背景】
国立公園の利用拠点では、インバウンド対応や個人旅行など旅行ニーズの変化への対応が遅れ、廃屋化した建物が自然の魅力を著しく

妨げている。また、自然環境と地域独自の文化資産が相まった魅力を旅行者が体感できていない。

【課題・事業目的】
国立公園は、良好な自然環境、日本的な文化や人の営みの特徴など、旅行者を惹き付けるポテン

シャルを有している。インバウンドの再開を踏まえ、国立公園の美しい自然の中での感動体験を柱とした滞
在型・高付加価値観光を推進するため、インバウンドの本物の価値、体験型などの多様なニーズへ対応
し、自然環境と地域独自の文化資産が相まった魅力を提供できる滞在環境整備を進めていくことが必要。
そのため、利用拠点における計画に基づく景観改善事業等を引き続き推進する必要がある。 撤去前の廃屋

（大山隠岐国立公園）
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【背景・課題】
国立公園、国定公園等の自然体験拠点における案内板やビジターセンター・世界遺産センター等の展示物については、主に日

本語での解説が多く、外国人旅行者に国立公園等の自然などの魅力が十分伝わらない。また、国立公園では一定の英語解説
文整備が進みつつあるものの、他の言語への対応は十分ではなく、また、国民公園、国定公園等においては多言語解説文整備
が十分進んでいない。
訪日外国人利用者が多く見込める自然体験拠点における多言語化の効果を高め、施設・エリアの満足度の向上を図るには、

国立公園、国定公園、国民公園等の自然体験拠点を中心としたエリア一帯で取り組みを進めることが必要。

【事業実施スキーム】
＜直轄＞ 環境省 → 民間事業者
＜補助＞ 環境省 → 中間執行団体

 → 地方公共団体、 DMO、
 補助率：２／３  観光協会、民間事業者等

（令和６年度見直し内容）
・国立公園等に対するHow To多言語解説整備
のとりまとめ
・国立公園等の多言語解説最適化モデル事業の実施
・複数年計画を実施する場合の実施設計支援
・世界自然遺産及び国民公園の多言語解説整備
・国立公園指定に伴う多言語解説動画・展示等の
作成
・同時音声翻訳技術の国立公園への早期展開

【事業内容】
これまでの観光庁多言語事業の成果を活用しつつ、国立公園、国

定公園、長距離自然歩道等に加え国民公園、世界自然遺産の
案内板やビジターセンター等の展示物、その他各種関係コンテンツ
等についてICTなども活用し、観光庁ガイドラインの下で作成した英
語等の多言語の解説文を活用しながら、多言語整備にかかる設計
から媒体化まで行い、外国人目線で分かりやすく魅力的な多様な
解説整備をエリア一帯で促進。

(１)国立公園等における多言語解説案内板・展示物等の整備
(２)モバイル媒体と連携したICT技術による多様な多言語解説等

媒体化事業 
(３)事業実施の効率化にかかる業務 
(４)自治体・民間団体等による多言語整備への補助

国立公園等多言語解説等整備事業
令和6年度予算（案）
14.5億円(4.0億円）

（拡充）
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国立公園利用促進事業

【背景・課題】

国立公園を訪れる訪日外国人観光客への現行の情報発信に端を発した課題として、次のものが上げられる。

➢ 我が国ならではの四季折々の景観の変化へのイメージが湧いていないことから、1度の訪問で満足してしまう。

➢ 我が国固有、さらには地域固有の希少野生動植物の知識に乏しいことから、世界自然遺産等の価値を伝え切れていない、

外来生物を見て感動してしまう 等

【事業内容】

➢ 訪日外国人観光客が、国立公園の魅力を把握することで、国立公園の本質的価値そのものをより楽しめるよう、ビジターセン

ター、世界遺産センターなどの利用拠点施設において、最新デジタル展示を導入し、解説の充実化を図る。

⇒利用拠点施設におけるデジタル展示の導入展示整備

【事業スキーム】

<直轄>  国 → 民間事業者等

<補助> 国 → 地方公共団体：補助率１／２

【効果】

国立公園を訪れる訪日外国人観光客へのデジタルによる情報提供の強化により、より深い自然体験に誘うとともに、我が国の

自然景観や生態系へ関心を深めることで、国立公園での滞在時間の延長や満足度の向上、当該地のリピート利用を促す。

【イメージ】

令和6年度予算（案）
3.0億円(1.9億円）

（拡充）

（令和６年度見直し内容）
・ツアー案内や予約機能等、施設運営において、インバウンド
へのサービス向上を施設全体で図る計画があるものを対象
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